








































第 2 章 競争優位に関する既存研究の視点とリサーチクエスチョン・・・P15 
 2-1 破壊的イノベーションの類型 
 2-2 先発優位 
 2-3 後発優位 
2-4 イノベーションは先発・後発どちらが優位か 
2-5 組織スラック 
 2-6 意思決定のバイアスの影響 
2-7 組織学習と組織構造 
 2-8 リサーチクエスチョンの提示 
 
第 3 章 本研究の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P24 
 3-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサの概要と選定理由 
  3-1-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサ 
  3-1-2 破壊的イノベーションとした理由 
 3-2  調査実施時期と研究の方法 
 
第 4 章 事例企業が破壊的イノベーションに進んだ理由・・・・・・・・P30 
 4-1 フィルムコンデンサが破壊的イノベーションに進んだ理由 
 4-2 本稿の先発・後発企業の比較 
 
第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例・・・・・・・・P35 
 5-1 M 社の事例 
  5-1-1 従来の製品開発実態 
  5-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 
  5-1-3 破壊的イノベーションの開発体制 
 5-2 小括 
 
第 6 章 破壊的イノベーションにおける後発企業の事例・・・・・・・・P44 
 6-1 ルビコンの事例 
  6-1-1 ルビコンのフィルムコンデンサ事業 
  6-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 





第 7 章 考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P55 
7-1 M 社の意思決定のバイアスとその是正 



































































































 静電容量Ｆ＝誘電率 ε × 電極面積 S／誘電体の厚み t 

















































































的、熱的特性が決まってしまう。図 1-3，4, 5 はフィルムコンデンサ素子の構造を図示し
たもので、構造は 2 枚の蒸着フィルム A と B を 1mm 程度ずらした状態で巻き取るという
比較的簡単な構造である。このフィルムの厚みは 1μm から数十μm であり、用途により
厚みやフィルムの種類が選定されている。 





































































































































































































































































































































図 1-8 従来のフィルムコンデンサの生産推移イメージ 
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部品の 2 社購買化などにより、きわめて低い利益率となる傾向があると指摘している。 
 次に、このマトリクスをコンデンサ業界に対応させたものが図 1-10 である。電解コンデ
ンサは多くの部品がモジュール化されており、ユーザーにも汎用品として提供しているた













































第１象限 第 2 象限 
第 3 象限 






























































































































































同一視されている。Utterback のイノベーションと Christensen のイノベーションが同一
視されている事や、その訳語的にも論議の余地はあるが、本稿ではその論議を対象としてい
ない。 
Christensen and Bower (1996)は市場を支配していた企業は顧客要望により破壊的イノ
ベーションを起こしにくいことを指摘している。市場を制覇すればするほど、その製品はド
ミナント化され、新たな製品に移行しにくくなると指摘した。彼らの代表的な研究事例はハ
ードディスク（HDD）産業である。14 インチ HDD 時代は装置用のラックなどの巨大なス
ペースが必要で大型装置用であった。そして、8 インチ HDD になるとミニコンピュータが
対象となり、5.25 インチ HDD ではディスクトップ型 PC、3.5 インチ HDD になると対象
はノート型 PC へと変遷していった。既存企業は従来の顧客の要望には対応するが、新たな
顧客のニーズを受け入れようとしなかった。そのため、新たな HDD を製造する企業が現



















































とを考えたものである。後発優位の条件として、Schnaars (1994), Lieberman & 
Montgomery(1988)は後発企業が優位に立つ条件として、ただ乗り効果、大量の販売促進効
果、先発企業の製品や製造工程を圧倒するような技術、市場の急変を挙げている。先発者は










































































表 2-1 新興産業における先発、後発企業 
 
 
出所：Teece(1987) The Comppetitive Challenge: Strategies for Industrial 
Innovation and Renewal.Ballinger.(石井淳蔵ほか訳『競争への挑戦』白桃書
房、1988 年 p.186) 
製　品 先発企業 後発企業 成功企業
ヘリコプター Sikorsky Augusta Westland 先発企業
ジェット機 De Haviland(Comet) Boeing(707) 後発企業
フロートガラス Pilkington Corning 先発企業
Ｘ線スキャナ EMI GE 後発企業
事務用パソコン Xerox IBM 後発企業
VCRs（ﾋﾞﾃﾞｵｶｾｯﾄﾚｺｰﾀﾞ） Ampex,ソニー 松下電産 後発企業
インスタントカメラ Polaroid Kodak 先発企業
ポケット計算機 Bowmar Texas Instrument 後発企業
電子レンジ Raytheon Samsung 後発企業
ファイバオプティックケーブル Corning 多数企業 先発企業
ビデオゲーム・プレーヤ Atari 任天堂 , ソニー 後発企業
使い捨てオムツ P&G Kimberley-Clark 先発企業
インクジェットプリンタ IBM & Siemens Hewlett Packard 後発企業
ウエブブラウザ Netscape Microsoft 後発企業
ＭＰ３プレーヤ Diamond Apple(iPod) 後発企業
携帯電話ＯＳ Symbian Microsoft 先発企業








































ンの誕生から 2 年以内）に参入した企業で、1 億ドル以上の売上高を超えた企業は 37%、




















次に、Tversky & Kahneman(1974)はヒューリスティックの類型として以下の 3 つを挙
げている。 
 
①  利用可能ヒューリスティック 
インパクトの大きい事柄に目が行ってしまうヒューリスティックで、航空機事故が起こ
った時の被害から、自動車事故より航空機事故の確率が高いと感じるバイアス。 
②  代表性ヒューリスティック 
典型的だと思われる事象にとらわれることで起きるバイアスで、社内の成功事例や失敗
事例がこれに当てはまる。 



























されている。しかし、これは B to C の市場を研究したものであり、比較的小規模な市場で




































































































 本節で提示した 4 つのリサーチクエスチョンを検証するため、次章では研究の具体的方
法を提示し、以降の章で、本稿で取り扱うイノベーションを破壊的イノベーションとした理
































来のフィルムでは、厚みは 1μm 近辺が限界であったのに対し、新たな工法では 0.１μm
も可能になる8。このコンデンサは誘電体自体の単価を下げるとともに、薄膜化することで
単位静電容量あたりの誘電体の単価比率を 10％以下に下げることができる。 
また誘電体材料も従来使われていた PET や PPS、PP9などと違い新たな誘電体材料を開
発している。写真 3-1 は M 社とルビコンが起こしたイノベーションによってできたコンデ
ンサの写真である。図 3-1 は従来の技術のコンデンサと破壊的イノベーションによって作
られた新たな製品とを比較したものである。誘電体の厚みを 1.2μm から 0.3μm とするこ









8 M 社は本製品で 2001 年日刊工業新聞 10 大新製品賞を受賞。1kg あたり 2600 円の樹脂
が製品になったときには 120 万円の価値があるという世界初の製品をブラックボックス物
造りで生み出した。 
9 PET ポリエチレンテレフタレート、PPS ポリフェニレンサルファイド、 









































































ンサの 1/10 の静電容量で同等の性能を発揮することが判っている。 






























































































正当性を持たせるために各社 2 名以上ヒアリングを実施している。 
まず、先発企業の調査では、M 社の元技術課長の菊地稔氏と品質管理部門の副参事であ
った松尾繁氏に対して 2014 年 8 月 6 日、8 月 19 日及び 2017 年 9 月 12 日の 13：00 から
15:00 の間に各 1 時間のヒアリングを行った。そして再度 2018 年 3 月 5 日 13：00 から
15:00 の間に各 1 時間のヒアリングを行った 
後発企業であるルビコンの調査では、2016 年 8 月 9 日 14：00 から 15：00 と同年 10 月
21 日に当時の開発責任者で副事業部長の木下氏に聞き取り調査を実施した。そして、2017
年 4 月 8 日 15：00~17：00 に技術課長や製造課長を担当した伊藤氏に対して聞き取り調査
を実施した。そして、2017 年 6 月 14 日 14：00 から 15：00 の間に技術本部長の小松氏、
伊藤氏、ルビコン電子専務の座光寺氏に、2017 年 9 月 25 日 11：00~12：00 には伊藤氏に
ヒアリングを行った。そして伊藤氏には再度 2018 年 3 月 22 日 18：00 から 19：00 に聞
き取り調査を実施した。そして、この対象者と聞き取り内容及び調査日時を表 3-2 に示す。 


































































表 3-2 聞き取り調査内容一覧表 
 
調査日時 社名 相手方氏名 役職 聞き取り調査内容
2014年8月6日　13時～15時 元M社 菊地　稔 課長 汎用品の開発経緯
2014年8月19日　13時～15時 元M社 松尾　繁 副参事 コンデンサ市場転換経緯
2016年8月9日　14時～15時 ルビコン 木下　宜之 副事業部長 PMLCAP®の開発経緯
2016年10月21日　14時～15時 ルビコン 木下　宜之 副事業部長 PMLCAP®の開発経緯
2017年4月8日　15時～17時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®の開発経緯
2017年6月14日　14時～15時 ルビコン 小松／伊藤／座光寺 部長／課長／専務 PMLCAP®の開発経緯
2017年9月12日　13時～15時 元M社 菊地　稔／松尾　繁 課長／副参事 フィルムコンンデンサ開発経緯
2017年9月25日　11時～12時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®の開発経緯
2018年3月5日　13時～15時 元M社 菊地　稔 課長 プロジェクトの体制づくり
2018年3月5日　13時～15時 元M社 松尾　繁 副参事 プロジェクト業務の進め方
2018年3月22日　18時～19時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®プロジェクトの進め方
30 
 































































































































































小形化 周波数特性 温度特性 高電圧 高容量
○ △ ○ ○
○ ◎ △ ◎
○
○ ◎ △ ○ △ ◎ ×
◎ ○
×× ◎ ◎ ◎ △ ◎
コンデンサの特性比較










表 4-1 は各社 HP データと聞き取り調査を基に作成したもので、先発企業の M 社と後発
企業のルビコンの会社規模とイノベーションの成否への影響を比較したものである。また、
言い換えれば組織スラックの比較と捉えることができる。M 社とルビコンを比較すると、
経営資源的には大企業の M 社が優位となっている。M 社の資本金は 7 兆 5,537 億円と大企








における技術蓄積すべてにおいて M 社優位であり、且つ、M 社はルビコンが参入した時点
ですでに先行企業として製品をリリースしていた。イノベーションに係る技術も M 社は自
前で調達することができた。また、市場もフィルムコンデンサの世界シェア No1 であり、










































第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例 
 




















表 4-1 会社規模とイノベーションの影響 
 
M社 ルビコン





















第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例 
 





































12 2014 年 8 月 6 日 ヒアリング実施 
写真 5-1  ECQ-V の素子板と切断素子写真 
 





























このコンデンサは当時の M 社の主力製品となり、市場規模も大きくなり利益率 20％以上
の稼ぎ頭になったとお聞きした。しかし、このコンデンサが高利益率を達成するまでには 10
年以上の歳月を要したのである。その理由は、長い開発期間と市場での認知期間が必要であ








VHS レコーダーの登場と爆発的発展により ECQ-V は市場の中心となったのである13。 
 
13 松尾によると ECQ-V は商品のシリーズ化と性能によりアルミ電解コンデンサの市場を奪っ
たと言っている。合わせて、自動挿入機の発展が ECQ-V の発展に寄与したとも述べている。 
写真 5-2 ＴＦコンデンサ ECQ-V 
 















そこで、考え出したのが 1 台当たりの生産量は 500 万個くらいだが、フレキシブルな対
応ができる小型生産ラインを考えたのである。この小型生産ラインをFAMMラインと呼び、
















一時は特性の良さから月産 1 億 5 千万個以上の生産を行った品種である。物造りのコンセ
プトは ECQ-V で培った積層技術を応用し、新たな材料と加工方法を採用することにより、


































M 社はこの製品を ECP-U と名付け、これを量産化するときに、500mm の広幅で大量生
産が可能な装置にするか、150mm 程度の狭幅で作るかという論議になった。一部の研究所
では将来の品種拡大や生産量から広い幅にチャレンジするべきという意見もでたが、結果
的には事業推進部門からの意見で 150mm 程度の狭幅で決着した。 
図 5-1 は 150 ㎜幅のシート状のコンデンサ素子板から取れるコンデンサの数量を示した
ものである。3216 形状（3.2mmｘ1.6mm）105 の場合、1 枚のシートから取れるコンデン
サの数量は約 4100 個。1 台の装置でこの素子板が 19 枚取れるとすると、大凡 78,000 個も
コンデンサを製造できる。5750 形状（5.7mmｘ5.0mm）106 の場合、1 枚のシートから取































（容量 1μF、形状 3225 形状以下）のコンデンサを 1999 年に市場投入することができた。   














































































この成膜装置は 104 から 105 までの静電容量に対応している。また、104 以下の静電容
































材料を一から開発することになった。菊地は STEP1 の開発・増産と平行して STEP2 を新
たに開発することで新たな資源を投入したと語っている。 
しかし、新材料の開発難易度は高く、多くの経営資源を投入したが、このプロジェクトは
予定通りに進まなかった。最終的には、この STEP2 の製品を ECP-U(B)というシリーズで
市場投入し、耐熱は 85℃から 105℃に引き上げることと、容量精度は向上ができたが、容
量拡大は対応できず、コスト面や生産性から顧客が限定され、現時点では生産を中止してい








104 未満の小容量品は既存の製品である ECH-U という品種があるため手つかずであった。
しかし、この品種は既存の PPS フィルムを使った製品であり、形状的にも新たなイノベー



































 事業部と社内グループ内の各研究所とのやり取りはコーディネーター役のサブ 7 リーダ
ーが存在し、プロジェクトリーダーが部下であるコーディネーターを使い開発を進めてい


















































破壊的イノベーションの ECP-U は静電容量を 104～105 と限定し、電圧も 10V と 16V
とすることで開発期間を短縮し、且つ、設備も小型設備で量産を開始した。そして 104～105

















































利であると考えた。例えば 102~104 の容量は A という品種。105~106 の容量は B という
品種といったように、製造側の都合で分けるより、102~106 の容量すべて A という品種の
コンデンサで対応できますと言った方が顧客に対して解りやすいと考えたのだ。 












らは生産性やコストを優先し、素子板の幅も 500mm から 600mm 程度の広幅を前提とし






















足しないことが解ってきたからである。図 6-1 は 600 ㎜幅のシート状のコンデンサ素子板
から取れるコンデンサの数量を示したものである。3216 形状（3.2mmｘ1.6mm）105 の場
合、1枚のシートから取れるコンデンサの数量は約 416,000個。5750形状（5.7mmｘ5.0mm）





































そして、M 社に遅れること 7 年、2006 年 4 月に新型フィルムコンデンサ PMLCAP®を
上市する20。しかし、ルビコンは 7 年も遅れて市場投入したにも関わらず、図 6-2 の静電容
量範囲に示されているように先発企業のそれより遥かに多い。 
図 6-2 はルビコンのウエブサイトを基に作成したもので、ルビコンが開発した製品の容













20 2006 年に生産設備を日本国内に移管し、顧客にサンプル出荷を開始し、2010 年に量産
を開始した。 







現在、同社は 101 から 226 までの静電容量を品揃えし、M 社の 104 から 105 と比べ、







































図 6-2 ルビコンの PMLCAP®静電容量範囲 
 
出所：R 社ウエブサイトを基に筆者作成 




















およびヒアリングを基に作成した。このルビコンの装置は 101 から 226 までの静電容量に
























先発企業は STEP2 という取り組みで新たな樹脂を開発し、その樹脂で使用温度 105℃を実
現しようとした。 
木下は市場に販売された先発企業の ECP-U(B)を購入し、徹底的に STEP2 を評価した。
しかし、この新たな樹脂でも自分達の考える仕様には不十分と考えた。そこで、新たな戦略
を考えたのである。ルビコンの PMLCAP®に用いる誘電体樹脂と M 社の ECP-U(A)いわゆ
る STEP1 に用いる誘電体樹脂は大差ないものだった。通常に考えるとルビコンも新たな誘



































 また、筆者の調査によると、ルビコンからは、この製品の関連特許を 2006 年から 2017





PolyCharge America に投資すると発表した。PolyCharge は、ルビコンが採用いている
PML の技術を使いハイパワーインバーターの小型・軽量化、高耐熱化を実現するとアナウ








22 容量精度は、J 品(±5％)は実現できなかったが、K 品（±10％）を実現し、ECP-U(A)
の M 品（±20％）より大幅に向上させている。 
 
23 Delphi Technologies 社ウエブサイトおよびシグマ社ウエブサイト 
写真 6-1 ルビコン LDT タイプのコンデンサ 
 






























搭載された。信濃毎日新聞によると、NASA は「インサイト」が現地時間 2018 年 11 月 26
日午後に火星表面に着陸したと発表した。この「インサイト」にはルビコンが供給した
PMLCAP®が使われ、火星の地震を調査する地震計に採用されたと伝えている。性能と容量
が同じ同社の主力フィルムコンデンサと比べ 10 分の 1 のサイズで、地震計から出るノイズ
を抑え、地震の波形を正確に捉えられるという。そして、125℃からマイナス 55℃という厳






24 参考資料として 2018 年 11 月 27 日信濃毎日新聞記事を添付。インサイトの地震計には
8 品種 32 個の PMLCAP®が使われている。 
































































































体となるような組織に改編し顧客要望を取り入れていった。そして M 社が 1999 年に製造
開始してから 7 年後の 2006 年に PMLCAP®の製造を開始した。そしてその後は、顧客要
望を取り入れ製品容量・電圧範囲を拡大するだけでなく新たな派生モデルも市場に出して
いる。 
 表 6-1 は M 社とルビコンの開発を時系列で表したものである。当初は先発企業の M 社が
優位であった。M 社は 1994 年にはシグマ社前身であるスペクトラム社から新たなコンデ
ンサの情報を得ており、そこから自社開発が始まった。そして、2002 年までは順調で 2001
年には日刊工業 10 大信製品賞を受賞している。とくに特許は 5 章の先発企業の事例調査で
も明らかにしたように、1992 年から 2001 年の間に 40 件の特許が公開されている。 












開発当初は苦戦したものの、2006 年から 2017 年の間にルビコンから 10 件の特許が公開さ




















果、製品開発までには M 社より時間がかかったが、開発した材料のポテンシャルを 100％
発揮させることができた26。 表 6-2 は開発当初の材料と製造設備で、表 6-3 は最終的な材
料と製造設備を表にしたものである。M 社は開発当初と大きな変化はないが、ルビコンは















27 中型装置で主に 105 以下の低容量品を製造している。 
表 6-1 M 社とルビコンの開発時間軸比較 
 
 
～1994年 1995年 1999年 2000年 2001年～2002年 2003～2005年 2006年 ～2016年


















































































第 7 章 考察 
  
第 2 章で提示した 4 つのリサーチクエスチョンを検証するため、先発企業、後発企業の
事例分析を基に考察を行う。 
 







































































































































































































































































28 コンデンサの静電容量は、P4 の静電容量 F の計算式のとおり、誘電体の比誘電率に比
例し、その厚み t に反比例するため、誘電体を薄膜化すると容量も増加するため、小型化
と誘電体材料費率の低減に効果がある。 




































































































































































































 本稿は総括の本章を含め 8 章で構成されている。 
 























































在では先発企業と比べ、静電容量は 1/1000 から 20 倍以上の範囲になり、使用雰囲気温度
も先発企業の 85℃保証に対し、125℃保証を実現した。 
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